
JP 2009-266039 A5 2011.9.1

10

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第３区分
【発行日】平成23年9月1日(2011.9.1)

【公開番号】特開2009-266039(P2009-266039A)
【公開日】平成21年11月12日(2009.11.12)
【年通号数】公開・登録公報2009-045
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【手続補正書】
【提出日】平成23年5月2日(2011.5.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入力された第１の応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う第１判定手段と、
　前記第１判定手段によって「否」と判定された場合に第２の応募情報の入力要求を提示
する提示手段と、
　入力された前記第２の応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う第２判定手段と、を
備えることを特徴とする採用要否判定システム。
【請求項２】
　応募者を採用するか否かを判定するシステムであって、
　応募者に関する第１の応募情報を入力する第１応募情報入力手段と、
　応募者に関する第２の応募情報を入力する第２応募情報入力手段と、
　第１の応募情報に対応する第１採用基準データを記憶する第１採用基準データ記憶手段
と、
　第２の応募情報に対応する第２採用基準データを記憶する第２採用基準データ記憶手段
と、
　前記第１応募情報入力手段から入力された第１の応募情報と前記第１採用基準データ記
憶手段に記憶されている前記第１採用基準データとを対比し、予め定められた要否判定基
準に基づいて、応募者の採用の要否を判定する第１判定手段と、
　前記第１判定手段によって「否」と判定された場合に、第２の応募情報の入力の要求を
提示する提示手段と、
　前記提示手段による提示に応答して前記第２応募情報入力手段から入力された第２の応
募情報と前記第２採用基準データ記憶手段に記憶されている前記第２採用基準データとを
対比し、予め定められた要否判定基準に基づいて、応募者の採用の要否を判定する第２判
定手段とを含む、採用要否判定システム。
【請求項３】
　入社済み社員の社員情報を記憶する記憶手段と、
　前記第２判定手段によって「否」と判定された場合に、前記第１の応募情報および前記
第２の応募情報の少なくとも一部の応募情報と前記社員情報との照合結果に基づいて採用
要否判定処理を行う第３判定手段と、をさらに備えることを特徴とする請求項１または２
に記載の採用要否判定システム。
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【請求項４】
　入社済み社員の社員情報を記憶する記憶手段と、
　入力された応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う判定手段と、
　前記判定手段によって「否」と判定された場合に、前記記憶手段に記憶された社員情報
と前記応募情報との照合結果に基づいて採用要否判定処理を行う第３判定手段と、を備え
ることを特徴とする採用要否判定システム。
【請求項５】
　前記判定手段は、入力された第１の応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う第１判
定手段と、前記第１判定手段によって「否」と判定された場合に第２の応募情報の要求を
提示する提示手段と、入力された前記第２の応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う
第２判定手段とを備え、
　前記第３判定手段は、前記第２判定手段によって「否」と判定された場合に、採用要否
判定処理を行うことを特徴とする請求項４記載の採用要否判定システム。
【請求項６】
　前記第３判定手段は、前記社員情報の各項目と前記応募情報の各項目との整合率に基づ
いて、採用要否判定処理を行うことを特徴とする請求項３～５のいずれかに記載の採用要
否判定システム。
【請求項７】
　前記第３判定手段は、前記入社済み社員のうち採用「要」の基準を有する社員の前記社
員情報の各項目と前記応募情報の各項目との整合率が所定値以上の場合に、「要」と判定
することを特徴とする請求項６記載の採用要否判定システム。
【請求項８】
　前記社員情報と前記第応募情報との照合結果に基づいて、応募者を分類する分類手段を
さらに備えることを特徴とする請求項３～７のいずれかに記載の採用要否判定システム。
【請求項９】
　前記分類手段は、前記第１判定手段、前記第２判定手段および前記第３判定手段のいず
れによって「要」と判定されたかに基づいて前記応募者を分類することを特徴とする請求
項８記載の採用要否判定システム。
【請求項１０】
　前記分類手段は、前記第３判定手段によって「要」と判定された場合に、前記社員情報
と前記応募情報との照合結果に基づいて前記応募者を分類することを特徴とする請求項８
記載の採用要否判定システム。
【請求項１１】
　前記応募情報に基づいて給与条件を算出する算出手段と、
　前記算出手段の算出結果を出力する出力手段と、をさらに備えることを特徴とする請求
項１～１０のいずれかに記載の採用要否判定システム。
【請求項１２】
　前記記憶手段は、前記判定手段の判定結果と前記応募情報とを関連付けて記憶すること
を特徴とする請求項３～１０のいずれかに記載の採用要否判定システム。
【請求項１３】
　サーバが、入力された第１の応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う第１判定ステ
ップと、
　前記サーバが、前記第１判定ステップにおいて「否」と判定された場合に第２の応募情
報の要求を提示する提示ステップと、
　前記サーバが、入力された前記第２の応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う第２
判定ステップと、を含むことを特徴とする採用要否判定方法。
【請求項１４】
　サーバが、入社済み社員の社員情報を記憶する記憶ステップと、
　前記サーバが、入力された応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う判定ステップと
、
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　前記サーバが、前記判定ステップにおいて「否」と判定された場合に、前記記憶ステッ
プにおいて記憶された社員情報と前記応募情報との照合結果に基づいて採用要否判定処理
を行う判定ステップと、を含むことを特徴とする採用要否判定方法。
【請求項１５】
　コンピュータを、
　入力された第１の応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う第１判定手段と、
　前記第１判定手段によって「否」と判定された場合に第２の応募情報の要求を提示する
提示手段と、
　入力された前記第２の応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う第２判定手段と、し
て機能させることを特徴とする採用要否判定プログラム。
【請求項１６】
　コンピュータを、
　入力された応募情報に基づいて採用要否判定処理を行う手段と、
　前記手段によって「否」と判定された場合に、入社済み社員の社員情報を記憶する記憶
手段に記憶された前記社員情報と前記応募情報との照合結果に基づいて採用要否判定処理
を行う手段と、して機能させることを特徴とする採用要否判定プログラム。
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